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「出張をもっとスマートに～すべての出張者に便利と安心と安全を
提供する～」をミッションに、業務出張に必要な包括的なマネジメント
サービス「BTM（ビジネストラベル・マネジメント）サービス」を主軸に
展開している。国内外の出張に伴う航空券の手配や査証取得の代
行等を手掛け、オンライン予約システムとオフライン対応をニーズに
応じて適宜使い分けることで、顧客ロイヤリティを獲得している。

補完サービスとして、「個人サービス」では個人顧客や顧客企業従
業員のプライベート旅行等を扱い、「官庁・公務サービス」では2省内
に店舗を構え、24省庁からは指定旅行会社と認定されサービス提
供する。「米軍サービス」は在日米軍基地内で3つの指定代理店を
展開し、帰国や国内旅行をアレンジする。カナダとメキシコに進出す
る 「海外サービス」では日系企業向け出張と、駐在員や外国人には
日本行き商品を手配する。

出張手続きのDXを目的に、2021年10月に法人向け海外・国内出
張手配システム「Smart BTM」をリリースした。その結果「BTMサービ
ス」の2021年3月期から2024年3月期の年平均成長率は、手配件数
が82.0%、MAU（月に1回以上利用した顧客数）は52.6%と急伸した。
2024年3月期の取扱高シェアは「BTMサービス」が全体の約7割を占
めており業績成長の柱となっている。

コロナ禍を経て順調な業績を見せ、2025年3月期も「Smart BTM」を
トリガーに営業活動を推進したことで、新規顧客獲得は伸長し好調
の流れは継続している。渡航手続きや旅行手配等取引プロセスの
省人化により、ワークフォースを営業に充当したことで収益拡大を導
いた。コスト関連では、2024年3月期に待遇改善を実施し人件費が
前期比若干増加したものの、2025年3月期第3四半期には営業利益
率が前期末比4.5pt増の22.1%上昇と、早速待遇改善の効果が出現
しており、業務プロセスDXと相乗した成果と言えるだろう。なお、
2025年3月期は業績予想を問題なく達成する見込みである。

設立31年を機にBTMサービスに特化
DX推進により旅行業界でのプレゼンスが向上
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オンラインでは対応しきれない複雑な手配等は、チャットやメール
などのオフライン手配でストレスフリーに完結する。「Smart BTM」の
オプションとして機能しており、売上は全体の2割程度と少なくない。
付加サービスとなる査証申請等の需要が多いことから単価は高い
傾向にあり、利益率は「Smart BTM」の約2倍と業績を支えている。
出張関連費用低減に向け「Smart BTM」を推進し、多様なニーズに
はチャットやメールなどのオフライン手配でバックアップすることで、
高い費用対効果と顧客満足度向上を実現している。2022年12月に
は、出張管理業務を支援する「Travel Manager」をリリース。出張稟
議等のプロセスやGPSによる危機管理等の重要機能を、需要に即し
たカスタマイズで柔軟に提供する。「Smart BTM」と連携することから、
既存顧客へはクロスセルを、新規顧客には「Smart BTM」導入から
「Travel Manager」提案と段階を踏み、収益基盤拡大の道筋を描く。

政府機関との取引実績で圧倒的な信頼性を確立

官庁・公務サービスでは、指定旅行会社として国内出張手配の公
募入札に参加している。同社によれば、足もと数年で同社以外に採
択されたケースはないようで、多様な出張毎に個別対応が要求され
るなか、同社企画の出張手配案が高評価されている証となる。同社
は効率的なオペレーションで価格競争力と高品質を両立させ、顧客
信頼を獲得している。安定した財務基盤を背景とした売掛金回収等
への柔軟な対応も、信頼性を担保し、優位性として機能する。
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「Smart BTM」を中心に、高い品質と
コストパフォーマンスであらゆる顧客負担を軽減

「Smart BTM」では拡販を優先す
るため、高品質でありながら、低価
格戦略を敷くことから、他社より少
ない手数料が強みの一つとなる。
月額固定費用は無料で、国際航空
券手配手数料は他社と比較し
「Smart BTM」を利用すれば最大約
25,000円、SmartBTM以外でも最大
20,000円近くと大差がついている。
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顧客理解を深めて潜在需要にリーチし
臨機応変に最適化を提案

顧客利用データから特徴的なトレンドや離脱背景を読み取り、新施
策の展開や機能追加等に活用している。さらに、顧客のコスト削減
や利便性向上を目的に個社毎に分析し、集中する渡航先があれば
航空会社へのコーポレートレート交渉を代行して割引運賃を適用す
る等、コンサルティング提案を実践している。複数の旅行会社を利用
する顧客に対しては、費用対効果の高い提案に向け、顧客データを
一極化して蓄積する利点を示し、随意契約を促進する。 顧客ロイヤ
リティを獲得して継続利用に繋げ、安定した収益基盤を確立する考
えだ。コンサルティングを実践する営業担当は全社員114名の約11%
と少数精鋭で、株式上場を機に人材増強する計画である。

また、コロナ禍での中国入国審査変更を受け、査証手配の集中を
ビジネスチャンスと捉え、 2023年11月に中国大使館のある大阪天
王寺に査証のみ扱う営業所を開設。今後も世界各国の政情動向等
による市場変化を的確に捉え、同様な機能特化型営業所の開設も
含め、フレキシブルな対応で需要獲得を最大化し収益に繋げる。

カナダでは大手旅行会社の撤退もあり、BTMサービスを中心に
OTA（インターネット取引のみの旅行会社）で手配不可能な商品の
相談が増えた。対面接客を機会に日本国内ツアー等を紹介したり、
顧客情報を引き出しリファラル営業に繋げ手配商品を組成する等、
販売促進している。好調を手応えに今後も注力していく考えで、北米
に多いパパママエージェントと呼ばれる小規模な旅行会社をター
ゲットに協業関係を築き、手配や代行等受託スキームの構築を目指
す。また、メキシコでは日系企業の進出が増加したが、同社の未取
引顧客は多く、営業を強化している。老舗の日系旅行会社撤退から
の顧客流入による後押しも見られ、2026年3月期には日本人社員を
1人派遣し、成長を加速する。ただ、トランプ政権による流動的な関
税問題に直面する自動車メーカーも多いことから、市場動向を注視
しリスク要素を加味しながらの対応は必須となるだろう。
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市場変化を好機に海外事業をスケール化

また、特徴の1つでもある米軍サービスの始まりは、同社のオペ
レーション能力を認めた米航空会社による推薦で、以来27年に及び
継続。福利厚生としてプライベート旅行を企画・手配しており、機密
情報も多いなか築いた信頼関係は強固で、競合他社の入る余地は
少ない。これら政府機関との取引は同社の高い信頼性を裏付け、営
業活動でも強みとなる等、今後も販売促進に活かす方針である。
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BTM市場は、足もとで国内約2.7兆円、海外約1兆円の計約3.7兆円
と規模は大きい（同社調べ）。コロナ禍に普及したテレワークは日本
での導入率が2022年以降縮小し、2023年には50%を切り（総務省）、
対面コミュニケーションの重要性が回復しつつある。競合との差別化
に関しては、オンラインブッキングツール等を展開する大手系列には、
「Smart BTM」のコストパフォーマンスを武器に顧客経済性を訴求し
ている。対面サービス中心のインハウス系（企業内旅行会社等）に
対しては「Smart BTM」の利便性が強みとなり優位性は高く、出張DX
を推進するベンチャー系にはオペレーション力や充実したサポート、
そして積み上げてきた信頼性で対抗する。

成長戦略「ビジョン2030」では、取扱高500億円（2024年3月期比2.3
倍）、営業利益15億円（同3.5倍）、MAU3,000社（同3.0倍）の数値目
標を掲げる。「シェア拡大戦略」では、既存顧客深耕による取扱数増
で顧客単価を引き上げ、中堅中小企業には「Smart BTM」の普及に
注力し顧客基盤を強化する。「市場拡大戦略」では取扱商品を増強
するほか、海外現地発及び現地間の出張手配を新たに手掛ける計
画である。現在取り組む中堅企業からの出張関連請負業務では潜
在需要を見極めており、協業関係構築等の拡充策を検討している。
コスト効率最大化を目的に地方統括オペレーションセンター設置の
構想もあり、さらなる業務効率向上で収益の押し上げが視野に入る。

主軸の「Smart BTM」では2026年3月期からの3カ年計画として、顧
客単価上昇を狙い、交通機関予約等の機能拡張が進行中である。
「Smart BTM」強化により一層の顧客利便性と経済性を実現すること
で、BTMサービス市場全体のさらなるDX化を促していく。
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業績推移 （百万円・％）
決算期 売上高 伸び率 経常損益 伸び率 純損益 伸び率
2021/3 732 -89.0% ▲ 199 － ▲ 294 －
2022/3 634 -13.3% ▲ 275 － ▲ 281 －
2023/3 1,411 122.5% 146 － 197 －
2024/3 2,061 46.0% 382 161.5% 307 55.8%

2025/3予 － － － － － －

連結業績推移 （百万円・％）
決算期 売上高 伸び率 経常利益 伸び率 純利益 伸び率
2023/3 1,653 － 177 － 221 －
2024/3 2,421 46.4% 428 140.8% 344 55.8%

2025/3 予 2,651 9.5% 545 27.3% 387 12.2%
2024/9 2Q 1,276 － 267 － 197 －

2024/12 3Q 1,935 － 413 － 287 －

予想EPS／配当
連結：81.30／0.00円
※予想EPSは上場時発行済株式数で試算

中長期の業績見通し
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